
政策的経費の編成状況 令和３年１月２５日　 第４回査定資料

◆表３ 要求額及び査定経過（一般会計） ◆

要求額 第１回　査定事業費
第２回　査定事業費
（１２月２８日）

第３回　査定事業費
（１月１２日）

第４回　査定事業費
（１月２５日）

事業数 150 査定中 135 137 130

総事業費
（ａ＋ｂ＋ｃ）

94億5,669万円 査定中 89億2,958万円 89億3,145万円 88億4,245万円

うち一般財源　ａ　*１
（特別会計等への繰出金等を含む）

13億7,139万円 査定中 10億8,249万円 10億9,516万円 10億8,533万円

うち地方債（市債）ｂ　*２ 23億490万円 査定中 20億7,740万円 20億7,150万円 20億8,480万円

うちその他（国庫、補助金等）ｃ　*３ 57億8,040万円 査定中 57億6,969万円 57億6,479万円 56億7,232万円

債務負担　*４ 2,320万円 査定中 2,320万円 2,320万円 2,320万円

※金額の端数は四捨五入

※国の補正予算等の状況に応じて、事業数や金額に変更が生じる場合があります。

【用語の解説】
*１　一般財源…市税や地方交付税など、使用目的が特定されていない市の収入です。特別会計等への繰出金等も含みます。
*２　地方債（市債）…地方公共団体では、学校や庁舎を建設する場合など、一時に多額の経費を必要とすることがあります。
　　地方債とは、その資金調達のための国や金融機関などからの借り入れ（債務）であり、返済期間が一会計年度を超えて行われる借金です。
*３　その他（補助金等）…国・県の補助金、基金、使用料などの当該事業のための他からの収入などです。
*４　債務負担…土地開発公社において執行する予算額を計上しています。


